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経営方針経営方針

日本無線の得意技術を核とした独自領域を日本無線の得意技術を核とした独自領域を
深耕し、高付加価値で個性ある製品を育て、深耕し、高付加価値で個性ある製品を育て、
対象とする市場でのトップを目指す対象とする市場でのトップを目指す

経営ビジョン経営ビジョン

事業方針事業方針

無線通信分野におけるグローバルニッチ無線通信分野におけるグローバルニッチ
市場を対象とし、高収益企業を目指す市場を対象とし、高収益企業を目指す
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当社の経営課題当社の経営課題

高収益体質に向けた基盤強化を
早期に実現しなければならない！

現状の事業構造では新たな成長戦略は描きにくい！

収益体質収益体質

恒常的な赤字体質から

は脱却したが、安定的

な黒字体質には至らず

投資戦略投資戦略

事業領域拡大に向けた

技術開発投資が不十分

グループ戦略グループ戦略

シナジーの減少による

グループ体制の見直し

と資源の活用
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事業の発展に向けたステップ事業の発展に向けたステップ

無線通信事業への経営資源集中無線通信事業への経営資源集中
子会社株式（新日本無線・アロカ）の売却子会社株式（新日本無線・アロカ）の売却

経営の安定化経営の安定化
事業の発展に向けた基盤強化事業の発展に向けた基盤強化

事業の発展事業の発展
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子会社株式の売却子会社株式の売却

株式売却のスキーム株式売却のスキーム
（所有割合、資本関係について（所有割合、資本関係については、公開買付において全て売却できた場合）、公開買付において全て売却できた場合）

日清紡日清紡 新日本無線新日本無線アロカアロカ

相対取引相対取引
（（11.511.5％）％）

公開買付公開買付
（（50.550.5％）％）

公開買付によ公開買付によ
る自己株取得る自己株取得
（（32.432.4％）％）

新日本無線株新日本無線株

（（50.550.5％→％→00％）％）

アロカ株アロカ株

（（50.550.5％→％→6.66.6％）％）

日本無線日本無線
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事業発展への重点施策事業発展への重点施策

コスト力の強化コスト力の強化 技術力の強化技術力の強化

グループ全体で推進グループ全体で推進

キー技術の獲得

・新しいコア技術の開発・新しいコア技術の開発

・開発担当分野の明確化・開発担当分野の明確化
による投資効率の向上による投資効率の向上

・他社とのアライアンス・他社とのアライアンス

・Ｍ＆Ａ・Ｍ＆Ａ

生産・管理体制の再構築

・生産拠点の集約化・生産拠点の集約化

・資材調達力の強化・資材調達力の強化

・管理部門の共通化・管理部門の共通化

・生産システムの構築・生産システムの構築

・財務管理体制の一元化・財務管理体制の一元化

これらの諸施策を実行するための新たな投資が必要これらの諸施策を実行するための新たな投資が必要
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高度海上システム高度海上システム

通信インフラ通信インフラ

高度化防災高度化防災

ＩＴＳＩＴＳ

デジタルデバイドデジタルデバイド
解消解消

今後注力する事業領域今後注力する事業領域

防災ＩCＴ

水河川・基幹系水河川・基幹系
・総合砂防・総合砂防

・県市町村防災・県市町村防災
・道路情報・道路情報

ＩＴＳ

ＧＰＳＧＰＳ
ＶＩＣＳＶＩＣＳ
ＥＴＣＥＴＣ
ＤＳＲＣＤＳＲＣ

携帯インフラ

エントランスエントランス
３Ｇ３Ｇ ＡＭＰＡＭＰ
光伝送光伝送

航空

航空機搭載航空機搭載
気象レーダ気象レーダ

業務用無線

デジタルタクシーデジタルタクシー
法人、官公庁向け法人、官公庁向け
運航管理システム運航管理システム

ＩＢＳＩＢＳ
固体化レーダ固体化レーダ

高度化航法システム

無線ブロードバンド

ＷＩＰＡＳ（ＦＷＡ）ＷＩＰＡＳ（ＦＷＡ）
ＷｉＭＡＸＷｉＭＡＸ

センサーネットワーク

バイオセンサー、バイオセンサー、
ガスセンサー等ガスセンサー等

センサー結合無線ＮＴセンサー結合無線ＮＴ

衛星ブロードバンド

ＢＧＡＮＢＧＡＮ
インマルＦインマルＦ
ＶＳＡＴＶＳＡＴ

地上波ﾃﾞｼﾞﾀﾙ

中継放送機中継放送機
ＳＴＬ／ＴＴＬＳＴＬ／ＴＴＬ
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今後の利益目標今後の利益目標

無線通信事業で半導体、医用を含めた
従来の連結営業利益を
超える利益を早期に実現

利益重視の経営を推進！利益重視の経営を推進！

コスト力の強化コスト力の強化 技術力の強化技術力の強化

グループ全体で推進グループ全体で推進

高収益体質への転換高収益体質への転換高収益体質への転換



ⅡⅡ 中間決算について中間決算について
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H1H1７年度７年度 連結連結 中間実績中間実績

800

850

900

950

1000

1050

1100

H15/9 H16/9 H17/9

売上高

-45

-35

-25

-15

-5

5

H15/9 H16/9 H17/9

営業損益

経常損益

当期損益

Ｈ17年度 Ｈ17年度 Ｈ16年度 期初計画 前年
期初計画 中間実績 中間実績 との差額 同期比

売 上 高 1,005 1,011 1,003 6 8

営 業 利 益 6 △ 15 7 △ 21 △ 22

経 常 利 益 △ 1 △ 20 3 △ 19 △ 23

中間純利益 △ 19 △ 35 △ 18 △ 16 △ 17

                                                                                       （単位：億円）
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連結セグメント別連結セグメント別 中間期売上高中間期売上高

①無線通信の増収
無線エントランス装置、舶用レーダ、航空・
気象システム等が伸長

②半導体の減収
AV機器向け、国内携帯電話向け、中国PHS
向け、及び受託生産品の低迷

③医用電子の増収
欧州向け、中国向け超音波診断装置の販売増

①無線通信の増収①無線通信の増収
無線エントランス装置、舶用レーダ、航空・無線エントランス装置、舶用レーダ、航空・

気象システム等が伸長気象システム等が伸長

②半導体の減収②半導体の減収
AVAV機器向け、国内携帯電話向け、中国機器向け、国内携帯電話向け、中国PHSPHS
向け、及び受託生産品の低迷向け、及び受託生産品の低迷

③医用電子の増収③医用電子の増収
欧州向け、中国向け超音波診断装置の販売増欧州向け、中国向け超音波診断装置の販売増

Ｈ17年度 Ｈ17年度 Ｈ16年度 期初計画 前年

期初計画 中間実績 中間実績 との差額 同期比

無線通信 470 507 470 37 37

半導体 332 297 340 △ 35 △ 43

医用電子 218 218 206 0 12

連結調整 △ 15 △ 11 △ 13 4 2

売上合計 1,005 1,011 1,003 6 8

                                                                                       （単位：億円）
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連結セグメント別連結セグメント別 中間期営業利益中間期営業利益

Ｈ17年度 Ｈ17年度 Ｈ16年度 期初計画 前年
期初計画 中間実績 中間実績 との差額 同期比

無線通信 △ 21 △ 20 △ 23 1 3

半導体 20 8 27 △ 12 △ 19

医用電子 7 △ 3 2 △ 10 △ 5

連結調整 0 0 1 0 △ 1

利益合計 6 △ 15 7 △ 21 △ 22

                                                                                       （単位：億円）

-30
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0
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無線 半導体 医用電子

H15/9 H16/9 H17/9

①無線通信の赤字減少
海上機器の売上増・利益率向上とPHSの
収益改善

②半導体の減益
主力のオペアンプ／AV用IC等の販売減
③医用電子の減益
工場稼働の低下と安全対策や規格変更
によるコスト上昇

①無線通信の赤字減少①無線通信の赤字減少
海上機器の売上増・利益率向上と海上機器の売上増・利益率向上とPHSPHSのの
収益改善収益改善

②半導体の減益②半導体の減益
主力のオペアンプ／主力のオペアンプ／AVAV用用ICIC等の販売減等の販売減

③医用電子の減益③医用電子の減益
工場稼働の低下と安全対策や規格変更工場稼働の低下と安全対策や規格変更

によるコスト上昇によるコスト上昇
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Ｈ１７年度Ｈ１７年度 単独単独 中間期実績中間期実績

300

350

400

450

500

Ｈ15 H16 H17

売上高

-50

-45

-40

-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

Ｈ15 H16 H17

営業損益 経常損益

当期損益

Ｈ17年度 Ｈ17年度 Ｈ16年度 期初計画 前　年
期初計画 中間実績 中間実績 との差額 同期比

売 上 高 420 461 425 41 36

営 業 利 益 △ 23 △ 24 △ 25 △ 1 1

経 常 利 益 △ 26 △ 27 △ 27 △ 1 0

中間純利益 △ 26 △ 32 △ 25 △ 6 △ 7

                                                                                       （単位：億円）



16

Ｈ１７年度Ｈ１７年度 単独単独 通期業績見通し通期業績見通し

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

H15 H16 H17(予)

売上高
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30

H15 H16 H17(予)

営業損益 経常損益

当期損益

Ｈ17年度 Ｈ17年度 Ｈ16年度 期初計画 前年
期初計画 見通し 実　績 との差額 同期比

売 上 高 1,200 1,200 1,126 0 74

営 業 利 益 27 27 0 0 27

経 常 利 益 20 20 △ 10 0 30

当期純利益 20 20 △ 14 0 34

                                                                                       （単位：億円）
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海上機器事業海上機器事業

－戦略的商品・重点市場への取組み強化と－戦略的商品・重点市場への取組み強化と
サービス体制の強化・拡充により事業拡大を目指す－サービス体制の強化・拡充により事業拡大を目指す－
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売上高

営業利益
■ 事業の市場環境

・海運業界の好況に伴う新造船の

建造ブーム及び換装需要の増加

・拡大する中国市場

・安定的な欧州市場

・価格競争の激化

■■ 事業の市場環境事業の市場環境

・海運業界の好況に伴う新造船の・海運業界の好況に伴う新造船の

建造ブーム及び換装需要の増加建造ブーム及び換装需要の増加

・拡大する中国市場・拡大する中国市場

・安定的な欧州市場・安定的な欧州市場

・価格競争の激化・価格競争の激化

■ H17年度上期の実績
・売上実績 １２９億円
前年度実績 １２１億円
差額 ＋８億円

・レーダ、VDR等の好調により
計画の１２２億円を上回る

■■ H17H17年度上期の実績年度上期の実績
・売上実績・売上実績 １２９億円１２９億円
前年度実績前年度実績 １２１億円１２１億円
差額差額 ＋８億円＋８億円

・レーダ、・レーダ、VDRVDR等の好調により等の好調により
計画の１２２億円を上回る計画の１２２億円を上回る

■ H17年度通期見通し
・売上見込み ２５０億円

前年度実績 ２３１億円

差額 １９億円

・好調継続で増収・増益を見込む

■■ H17H17年度通期見通し年度通期見通し
・売上見込み・売上見込み ２５０億円２５０億円

前年度実績前年度実績 ２３１億円２３１億円

差額差額 １９億円１９億円

・好調継続で増収・増益を見込む・好調継続で増収・増益を見込む
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通信機器事業通信機器事業

－グローバル・ニッチ事業の拡充を目指す－－グローバル・ニッチ事業の拡充を目指す－

0

100

200

300

400

500

H15 H16 H17(予)

-10

-5

0

5

10

15

20

25売上高

営業利益■ 事業の市場環境
・ブロードバンド：ワイヤレスブロードバンド
への期待の高まり

・ＬＰＡ：国内外での３Ｇ投資立上がりと価
格競争激化

・ＩＴＳ：自動車販売増とカーナビ装着率上昇
・業務用無線：デジタル化への本格的移行
・ＰＨＳ：国内ＰＨＳ市場の活性化

■■ 事業の市場環境事業の市場環境
・ブロードバンド：ワイヤレスブロードバンド・ブロードバンド：ワイヤレスブロードバンド
へのへの期待の高まり期待の高まり

・ＬＰＡ：国内外での３Ｇ投資立上がりと価・ＬＰＡ：国内外での３Ｇ投資立上がりと価
格競争激化格競争激化

・ＩＴＳ：自動車販売増とカーナビ装着率上昇・ＩＴＳ：自動車販売増とカーナビ装着率上昇
・業務用無線：デジタル化への本格的移行・業務用無線：デジタル化への本格的移行
・ＰＨＳ：・ＰＨＳ： 国内ＰＨＳ市場の活性化国内ＰＨＳ市場の活性化

■ H17年度上期の実績
・売上実績 １６７億円
前年度実績 １６２億円
差額 ＋５億円

・国内外業務用無線、無線エント
ランス等の増加により計画の
１４６億円を大きく上回る

■■ H17H17年度上期の実績年度上期の実績
・売上実績・売上実績 １６７億円１６７億円
前年度実績前年度実績 １６２億円１６２億円
差額差額 ＋５億円＋５億円

・国内外業務用無線、無線エント・国内外業務用無線、無線エント
ランス等の増加により計画のランス等の増加により計画の
１４６億円を大きく上回る１４６億円を大きく上回る

■ H17年度通期見通し
売上見込み ３８５億円

前年度実績 ３６３億円

差額 ２２億円

・全体の売上増に加え、PHSが

国内向けに好調で収益が改善

■■ H17H17年度通期見通し年度通期見通し
売上見込み売上見込み ３８５億円３８５億円

前年度実績前年度実績 ３６３億円３６３億円

差額差額 ２２億円２２億円

・全体の売上増に加え、・全体の売上増に加え、PHSPHSがが

国内向けに好調で収益が改善国内向けに好調で収益が改善
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システム機器事業システム機器事業

－インフラシステムの内外拡充を目指す－－インフラシステムの内外拡充を目指す－
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営業利益■ 事業の市場環境
・自然災害多発による防災意識の高まり

・県、市町村防災整備の本格化

・デジタル放送網整備の本格化

・公共事業費削減、価格競争激化

・情報統合と住民向けサービスの本格化

■■ 事業の市場環境事業の市場環境
・自然災害多発による防災意識の高まり・自然災害多発による防災意識の高まり

・県、市町村防災整備の本格化・県、市町村防災整備の本格化

・デジタル放送網整備の本格化・デジタル放送網整備の本格化

・・公共事業費削減、価格競争激化公共事業費削減、価格競争激化

・情報統合と住民向けサービスの本格化・情報統合と住民向けサービスの本格化

■ H17年度上期の実績
・売上実績 １６３億円

前年度実績 １４２億円

差額 ２１億円

・航空・気象ｼｽﾃﾑ、基幹系ﾏｲｸﾛの増加

により計画の１５２億円を上回る

■■ H17H17年度上期の実績年度上期の実績
・売上実績・売上実績 １６３億円１６３億円

前年度実績前年度実績 １４２億円１４２億円

差額差額 ２１億円２１億円

・航空・気象ｼｽﾃﾑ、基幹系ﾏｲｸﾛの増加・航空・気象ｼｽﾃﾑ、基幹系ﾏｲｸﾛの増加

により計画の１５２億円を上回るにより計画の１５２億円を上回る

■ H17年度通期見通し
・売上見込み ５６２億円

前年度実績 ５３３億円

差額 ２９億円

・現時点では下期の動向は不透明で

あり、期初計画の達成は厳しい

■■ H17H17年度通期見通し年度通期見通し

・売上見込み・売上見込み ５６２億円５６２億円

前年度実績前年度実績 ５３３億円５３３億円

差額差額 ２９億円２９億円

・現時点では下期の動向は不透明で・現時点では下期の動向は不透明で

あり、期初計画の達成は厳しいあり、期初計画の達成は厳しい
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まとめまとめ

下期の市場環境は楽観視できないものの、事業下期の市場環境は楽観視できないものの、事業

計画達成に向けて計画達成に向けて､､変動費、固定費の削減による変動費、固定費の削減による

コストダウンの取り組みをさらに強化コストダウンの取り組みをさらに強化

無線通信事業への経営資源集中を実現し、事業無線通信事業への経営資源集中を実現し、事業

の発展に向けて、経営基盤の強化を強力に推進の発展に向けて、経営基盤の強化を強力に推進
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* * 注意事項注意事項 **

本資料に記載されている、日本無線の計画・戦
略・業績見通し等は、現時点における事業環境
に基づく把握可能な情報から判断したものであ
ります。

従いまして、今後の事業環境の変化により、実
際の業績が業績見通しとは大きく異なる場合が
あることをご承知おき願います。
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